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建物の地震被害に大きな影響を与える要素のひとつである，地震動については，近年飛躍的に発展を遂

げた国内各種の強震観測網により，多くの情報が得られるようになった．しかし，2007年能登半島地震の

ように地方では震度情報しか得られない事例も見られ，被害を推定するためにはより正確な地震動の推定

が求められる．そこで本研究では，このように情報の少ない地区を対象として，強震記録を用いて地震動

を推定し，建物被害との関係について検討を行った． 
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1. はじめに 

 

2007年 3月 25日午前 9時 41分 58秒，能登半島

西岸からやや沖合の深さ約 11km を震源とした気象

庁マグニチュード 6.9 の 2007 年能登半島地震が発

生した．図-1 に震源位置を示す．この地震により

石川県能登地方を中心として最大震度 6強の強い揺

れが観測された．今後の地震対策のために，地震動

と被害率との関係性を知ることは重要なことである．

2007 年能登半島地震では，大きな被害を受けた地

域の中に地震情報が得られていない地域もある．こ

のような地域で地震動と被害率との関係性を調べる

には地震動の推定が必要になる． 

地震動の支配要因には震源特性と伝播経路特性お

よび地盤の増幅特性があるといわれている．ここで

簡易的な地震動推定方法では，震源特性としてマグ

ニチュードおよび震源深さ，伝播経路特性として震

源距離あるいは断層最短距離が用いられている．一

方，地盤の増幅特性に関しては，地盤の物性値が

種々あることから一意的に推定することが難しい．

本来ならば評価には詳細な地盤データが必要である

が，一方では詳細に地盤データが揃えられている地

域は限られている．そのため，限られた地盤データ

を用い，かつ地震動の増幅と相関の高いものについ

ての研究がなされてきた．翠川，作川（1993）1)は

1987 年千葉県東方沖地震の強震記録を用いて，地

表からある深さまでの地盤の平均 S波速度によって

地盤の増幅特性を評価した．アメリカでは 1997年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 2007 年能登半島地震の震央位置 2) 

第3回近年の国内外で発生した大地震の記録と課題に関するシンポジウム
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に地盤の増幅特性の評価方法として NEHRP

（National Earthquake Hazards Reduction Program）が

示され，地表 30m の平均 S 波速度によって地盤を

クラス分けして増幅率（地表加速度応答スペクトル

と基盤加速度応答スペクトルの比）を評価している．

内山，翠川（2003）3)は NEHRP における地盤のク

ラス分けをさらに細かくし，地盤の非線形化により

対応する評価方法を提案している．わが国の地震動

予測地図 4)は 2004 年から公開されており，確率的

地震動予測地図とシナリオ地震による強震動予測地

図から成る．確率的地震動予測地図では経験式を用

いて，地盤の増幅度（地表最大速度と基盤最大速度

の比）および地表での地震動（最大速度）の推定を

行っている．基盤最大速度の評価には司・翠川

（1999）5)の距離減衰式，増幅度の評価には松岡・

翠川（1994）6)式を用いている．ここで用いられる

増幅度の評価式では，地表 30m の平均 S 波速度が

パラメタとなっている．松岡・翠川（1994）は地表

30mの平均 S波速度を国土数値情報の微地形分類か

ら簡易的に推定する方法を提案している．これによ

って，全国データベースである国土数値情報から広

域で増幅度を推定することが可能になった． 

以上より，本研究では伝播経路特性を表すパラメ

タとして震源距離，地盤の増幅特性を表すパラメタ

として地表 30m の S 波平均速度を用いて地震動の

推定を行う． 

次に，被害率と相関のある地震動の推定に関する

既往の研究について述べる．前述した地震動予測地

図で用いられている方法によって，広域で地震動を

推定する手法が確立されたが，当法で推定できるの

は最大速度のみであり，それは地震動の周期特性を

反映したものではない．したがって，周期特性を考

慮した建物被害の推定を行えないという問題点があ

る．そこで境ら 8)は，建物の塑性化による固有周期

の伸びを考慮して，特定の周期帯の平均応答スペク

トルを破壊力指標とすることを提案している．また，

西川ら 9)は 2007 年能登半島地震において，自治体

で観測された最大加速度と計測震度から平均応答ス

ペクトルを推定し，0.7 秒から 1.2 秒の平均応答速

度と木造家屋の被害率とが高い相関を示すことを確

認している．以上より，本研究では推定する地震動

として，能登半島地震において被害率と相関が高い

といわれている周期帯（周期 0.7 秒，0.8 秒，0.9 秒，

1.0 秒，1.1 秒，1.2 秒）の速度応答スペクトル（減

衰定数 5％）の平均値を対象とする． 

 

2. 解析手法 

 

2007 年能登半島地震の強震記録は防災科学技術

研究所 K-net の観測点 386 箇所で観測された．本研

究ではこれらの強震記録 386個のうち，観測点での

地表 30m の平均 S 波速度が算定できた 168 個の強

震記録を用いる． 

 地表 30mの平均 S波速度については K-netで公開

されている PS 検層データを用いて算定した．なお，

これらのデータでは深度 20m より深い地盤の S 波

速度は把握できないので，内閣府の地震防災マップ

作成技術資料 10)に記されている方法に基づいて算

定する． 

 速度応答スペクトルの算定方法および重回帰分析

について述べる．各強震記録に対して加速度時刻歴

の水平二成分の主要動部分 5.12 秒間をそれぞれ抽

出し，ノイズを除去するために周期 0.1 秒から 3.5

秒まで平坦で，周期 0.06 秒以下と 7 秒以上を完全

に遮断するバンドパスフィルターを周波数領域でか

ける．その後，周期 0.7 秒，0.8 秒，0.9 秒，1.0 秒，

1.1 秒，1.2 秒それぞれにおける減衰定数 5％の速度

応答スペクトルを，地震動の方向性を考慮した 2次

元応答スペクトルの形で計算する 10)．前述のよう

に，地震動特性の支配要因としては震源特性，伝播

経路特性，および地盤の増幅特性がある．同一震源

の地震動の場合，伝播経路特性および地盤の増幅特

性が主な支配要因であると考えられる．そこで，回

帰モデルは参考文献 1)および 10)を参考にして以下

のように定式化する． 
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ここで，SV(t)は周期 t 秒における減衰定数 5％の速

度応答スペクトル(cm/s)，X は震源距離（km），

AVS30 は地表 30m の平均 S 波速度（m/s），a(t)，
b(t)，c(t)はともに周期 t 秒における回帰係数である． 

 

3. 解析結果 
 

 本章では，まず 2章の方法により作成した回帰式

の精度について述べる．次に被害関数の定式化の方

法とその結果について述べる． 

 

(1)  重回帰分析の結果 

 2007 年能登半島地震本震における各観測点の強

震記録から作成した周期 0.7秒，0.8秒，0.9秒，1.0

秒，1.1 秒，1.2 秒それぞれの速度応答スペクトル

（減衰定数 5％）の回帰式を以下に示す． 
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決定係数は周期 0.7 秒，0.8 秒，0.9 秒，1.0 秒，1.1

秒，1.2 秒それぞれで 0.843，0.846，0.843，0.837，
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0.836，0.840 であり，いずれも同程度で，かつ，よ

い精度で応答速度を推定できている．回帰式によっ

て推定した値と実際の値の比較を図-2 に示す（図

中には勾配が 1，切片が 0の直線も示す）．図-2 よ

り，回帰式を用いることによって，2007 年能登半

島地震の強震記録が得られていない地域における地

震動を，伝播経路特性および地盤の増幅特性を考慮

して推定できると考えられる． 

 

(2) 被害関数の定式化 

 被害関数には参考文献 9)に記されているものよ

うに汎用的に使われることを目的としたものが既に

ある．しかしながら，建物，特に古い木造家屋など

は地域ごとで特性が異なるといわれ，被害関数は各

地域で独自に作られるべきだという考えもある．そ

こで，2007 年能登半島地震で被災した地域の中で

被害率がわかっているが強震記録が得られていない 

地域において回帰式によって地震動推定を行い，実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

際に得られている被害率との相関を見ることで被害

関数の定式化を行う． 

被害率は，被害率がわかっている地域において木

造家屋が集まった地点を基準点として定め，それを

中心とした半径 100m 以内の全建物を対象に以下の

式で算定した． 
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ここで，D は被害率，D5，D4，D3，D2，D1 はそ

れぞれ被害レベル 11)が倒壊，大破，中破，小破，

軽微である建物の割合を表す．なお，各地の被害率

は悉皆調査により得られたデータを用いる．また，

地震動推定に必要な地表 30ｍの平均 S 波速度は，

参考資料 5で公開されているメッシュデータを用い

て各基準点に割り振る． 

 2007年能登半島地震による被害率と地震動回帰 

式より推定した地震動の関係から被害関数の定式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-2

-1

0

1

2

3

-2 -1 0 1 2 3

実際の log Sv (t=0.7s)

推
定

 l
o
g 

S
v 

(t
=0

.7
s)

-2

-1

0

1

2

3

-2 -1 0 1 2 3

実際の log Sv (t=0.8s)

推
定

 l
og

 S
v 

(t
=
0
.8

s)

-2

-1

0

1

2

3

-2 -1 0 1 2 3

実際の log Sv (t=0.9s)

推
定

 l
o
g 

S
v 

(t
=
0.

9
s)

-2

-1

0

1

2

3

-2 -1 0 1 2 3

実際の log Sv (t=1.0s)

推
定

 l
o
g 

S
v 

(t
=1

.0
s)

-2

-1

0

1

2

3

-2 -1 0 1 2 3

実際の log Sv (t=1.1s)

推
定

 l
og

 S
v 

(t
=1

.1
s)

-2

-1

0

1

2

3

-2 -1 0 1 2 3

実際の log Sv (t=1.2s)

推
定

 l
o
g 

S
v 

(t
=
1.

2
s)

図-2 推定値と実際の値の比較 
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を行う．平均応答速度を対数正規分布に従う確率変

数，被害率を確率分布関数の値として，対数正規分

布のパラメタである平均値および標準偏差を求めた．

被害率から算定した標準変量と平均応答速度の関係

図を図-3 として示す．なお，縦軸は地震動の回帰

式 6個より求まる応答速度の平均値の自然対数をと

った値である．図-3 の近似直線において切片は

5.57，勾配は 0.203，相関係数は 0.899となった．こ

れより被害率が平均応答速度を確率変数とした対数

正規分布として表されることがわかる．以下に定式

化した被害関数の式および図-4にグラフを示す． 

203.0
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ln
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 −
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ξ
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ξ
λSv

D

 

ここで，D は被害率，Φは標準正規分布関数，Sv

は周期 0.7秒，0.8秒，0.9秒，1.0秒，1.1秒，1.2秒

の応答速度の平均値（cm/s），λ，ζはそれぞれ対

数正規分布の平均値，標準偏差にあたる．図-3 よ

り 2007 年能登半島地震の被災地区における被害率

を周期 0.7 秒から 1.2 秒までの平均応答速度によっ

てよい精度で推定できることがわかる． 

 

4. まとめ 
 

 2007 年能登半島地震の強震記録および K-net の

PS 検層データの S 波速度を用いて，特定の周期帯

の速度応答スペクトルを推定する式を求めた．回帰

式により推定した平均応答速度は実際の被害率と高

い相関を示した．その相関を利用して，能登半島に

おける建物の被害関数の定式化を行った．今後，他

の地震においても特定の周期帯における平均応答速

度と被害率の関係を検証する．本研究では地震ハザ

ードステーションにおいて全国データベースとして

公開されている地表 30m の平均 S 波速度を用いて

地震動予測を行った．また，強震記録に関しては防

災科学技術研究所の K-net，悉皆調査は日本建築学

会のものを用いた．関係者各位に感謝の意を表す．  
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図-3 対数正規分布のパラメタ推定 
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図-4 定式化した被害関数と実際の被害率 
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